
国 前週末 1週間 1ヵ月間 年初来

日経平均株価 19,469 1.0% 1.7% 1.9%
東証株価指数（TOPIX） 1,558 0.5 2.0 2.6
東証REIT指数 1,804 -1.5 -1.8 -2.7
米ダウ平均株価 21,005 0.9 5.6 6.3
米S&P500指数 2,383 0.7 4.5 6.4
米MSCI REIT指数 1,167 -1.4 3.2 1.7
MSCI ワールド（先進国） 1,848 0.4 3.1 5.6
MSCI AC欧州 414 1.3 1.3 3.7
MSCI エマージング 931 -1.3 2.0 8.0
MSCI ACアジア（日本を除く） 559 -1.3 2.0 8.7
外国為替市場（対円）

通貨 前週末 1週間 1ヵ月間 年初来

米ドル 114.04 1.7% 0.7% -2.5%
ユーロ 121.13 2.3 -0.7 -1.5
豪ドル 86.62 0.6 0.8 2.8
ニュージーランド・ドル 80.16 -0.7 -2.8 -1.0
ブラジル・レアル 36.60 1.5 1.1 1.8
メキシコ・ペソ 5.84 3.8 6.9 3.6
トルコ・リラ 30.81 -0.4 2.6 -7.9
南アフリカ・ランド 8.75 1.0 4.1 2.6
中国人民元 16.58 1.5 0.3 -1.4
インドネシア・ルピア (x100) 0.85 1.3 0.6 -1.8
国債市場（利回り、%）

国 前週末 1週間 1ヵ月間 年初来

米国10年 2.48 0.17 0.01 0.03
ドイツ10年 0.36 0.17 -0.11 0.15
日本10年 0.08 0.01 -0.02 0.03
ブラジル2年 9.73 -0.12 -0.64 -1.31
メキシコ2年 6.93 0.14 0.19 0.14
トルコ2年 11.34 0.19 0.16 0.71
インドネシア2年 6.95 -0.12 -0.11 -0.52
その他

商品 前週末 1週間 1ヵ月間 年初来

金先物（ﾆｭｰﾖｰｸ、期近物） 1,226 -2.5% 1.5% 6.5%
原油先物（ﾆｭｰﾖｰｸ、期近物） 53 -1.2% -1.0% -0.7%
VIXボラティリティ指数 10.0 -4.4% -7.2% -21.9%
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日次終値 
200日移動平均 

日経平均株価の推移 
（円、2016年4月1日~2017年3月3日） 

ドル・円相場の推移 
（1ドル=円、2016年4月1日~2017年3月3日） 

米国2年国債・10年国債利回りの推移 
（2016年4月1日~2017年3月3日） 

Q. 先週の主なイベントは？ 
• 2月28日    米国：トランプ大統領議会演説。ポイントは2つ；①ビジネ

 ス環境の改善、②中間層の保護。具体的な政策として、
 企業の減税・税制の変更、中間層に対する税負担軽減、
 「1兆ドル」のインフラ投資、国防費の増額、教育機会の拡
 大、オバマケアの見直し、幅広い規制緩和、移民政策の
 強化、NATO（北大西洋条約機構）の支持などを訴えた。 

• 3月1日 中国：Caixin製造業PMI、実績51.7、市場予想50.8 
• 3月3日 米国：イエレンFRB議長講演、3月利上げの可能性示唆。 
• 3月5日 中国：全国人民代表大会開幕、成長率目標「6.5%前後」 

Q. 先週の日本株式市場の動きは？ 
トランプ米大統領の議会演説を受けた米株高や、米金利上昇に伴うドル
高・円安傾向で、日本株は上昇した。 

Q. 今週の主なイベントは？  
• 3月7日    米国：1月貿易収支 
• 3月7日 豪州：中央銀行金融政策会合、市場予想は据え置き。 
• 3月9日 欧州：欧州中央銀行（ECB）理事会、市場予想は据え置き 
• 3月10日 米国：2月雇用統計、非農業部門雇用者数の前月からの 
              増加幅は市場予想19万人、1月実績22.7万人増加。 

Q. FRBによる利上げは3月？ その後は？ 
• 【金融市場の利上げ織り込み】 まず、短期金利に関する先物市場に織

り込まれている、3月の連邦公開市場委員会（FOMC）での利上げの確
率は3月3日金曜日時点で、94%である（ブルームバーグ）。すなわち、
金融市場は3月の利上げをほぼ織り込んでいる状態である。 

• 【イエレン議長の講演】 利上げの見通しに関し、米連邦準備制度理事
会（FRB）のイエレン議長は、3日の講演で「今月のFOMCで、雇用と物
価上昇が我々の見通しどおりに推移しているかどうか検証する」とし、引
き続き見通しどおりに推移していれば「政策金利の一段の調整が適切と
なる可能性が高い」と述べている。ここでのキーワードは、冒頭の「今
月」という言葉であり、これは3月のFOMCでの利上げを示唆したものと、
金融市場では受け止められている。また、他のFRB理事や地区連銀総
裁も相次ぎ、早期の利上げを支持している。 

• 【今後の利上げのペース】 3月に利上げを実施すれば、少なくとも当面
は、「2回の会合で1回利上げ」のペースで、言い換えれば、利上げは3
月、6月、9月、12月で実施される可能性が高いと見ている。 

• 【トランプ大統領の経済政策の利上げへの影響】 既に米国は完全雇用
に限りなく近い状態であり、トランプ政権や共和党が掲げる減税やインフ
ラ投資、防衛支出の拡大が実行される場合には、たとえ部分的であると
しても、インフレ圧力が高まることから利上げのペースを加速せざるを得
ない可能性がある。ただし、政策が実行に移されるタイミングは、早くて
も年の終わりにかけてであり、利上げのペース加速が議題になるのは
年後半以降であろう。その場合、長期金利も一段の上昇が見込まれる。 
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出所： Bloomberg, J.P. Morgan Asset Management 
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